Ⅰ　2011秋期闘争中間総括（案）

１　2011賃金確定闘争の中間総括（案）
１　2011賃金確定闘争の特徴的な経過
（１）国家公務員の給与削減と地方公務員への影響遮断について
①　国家公務員の人件費削減は、2010人事院勧告の閣議決定の際に、「自律的労使関係制度を措置するための法案を提出し、交渉を通じた給与改定の実現を図る。なお、その実現までの間においても、人件費を削減するための措置について検討し、必要な法案を次期通常国会から、順次、提出する」とされました。このような国家公務員総人件費削減の動きが具体化する中で、2011年５月に震災対応の復興財源の確保を目的にして、平均で７．８％の削減を行うことを、労使交渉による手続きを踏まえて、自律的労使関係制度の先取りとして、政府と公務員連絡会が合意に至りました。

②　また、こうした国家公務員に対する措置は、国公の事情により人件費削減措置をとるものであり、地方公務員に対しては地方交付税や義務教育国庫負担金の減額を行うものではなく、その影響は遮断することを政府が表明しました。
（２）公務員連絡会、人事院へ勧告を出すなと要求
①　その後、震災の影響により、人事院の民間給与実態調査が例年より約２ヵ月遅れで行われることとなりましたが、公務員連絡会は人事院勧告期の基本方針として、自律的労使関係制度の先取りとして労使交渉により賃金水準の引き下げの合意に至ったことから、人事院勧告はすでに必要はないという見解に立って、人事院に対しては勧告を行わないよう要求しました。一方、地方公務員に対しては政府との交渉による合意がないことから、これまでどおり、各都道府県人事委員会勧告を基本としながら、交渉によって賃金労働条件を決定するとした人事院勧告期の取り組み方針としました。

②　しかし、これまでの自治体における賃金確定闘争の動向を踏まえれば、仮に人事院勧告が出されないとした場合の給与決定が極めて困難となることが予想されたため、自治労本部に対しては多くの県から、「しっかりと人事院勧告を出させて、その上で地方公務員の賃金確定を方針化せよ」との意見が多数出されました。
（３）過去に例のない情勢。北海道段階では、行政団体等に対する異例な要請行動を実施
①　こうした中央段階の情勢を受けて、道本部としては、これまでの人事院勧告についてはあくまでも参考としながら労使交渉によって決定してきているという原則に立ち返って、国家公務員の動向を踏まえながら、しっかりと各自治体単組で交渉を基本として賃金確定闘争を進めることを方針化し、具体的な取り組みを進めることとしました。

②　国家公務員の人件費削減措置は東日本大震災の復興対策費の捻出が表向きの理由でしたが、財務省においては、大幅な地方交付税や義務教育国庫負担金の削減が見込める地方公務員給与の削減問題を意識し、政府方針とは異なる内容を地方紙へ意図的にリークするなど、マスコミを動員した対応が取られました。

③　道本部としては、人事院勧告・人事委員会勧告期の対応を進めるために、８月下旬に実施した北海道選出国会議員団への要請行動を皮切りに、道市町村課や市長会・町村会等の行政団体、さらには自治労加盟自治体の首長に対して、要請行動を展開してきました。公務員制度改革関連４法案の早期成立や国家公務員の給与削減を地公に影響をさせないとする政府答弁を確実に実行させるために、同時に人事院勧告の内容や給与臨時特例法案の動向によって、地方自治体の賃金確定闘争に大きな影響を及ぼすという情勢認識を意思統一し、賃金確定交渉を可能な限り有利に展開することをめざして対応しました。
（４）人事院勧告の内容と問題点、政府の対応などについて
①　人事院は例年より概ね50日遅れた９月30日、月例給を平均899円引き下げ、一時金は3.95月の据え置きとする勧告を行いました。公務員連絡会との５回におよぶ交渉の中で、2006年給与構造改革における現給保障について、2012年度の減額上限を１万円とすること、段階的定年延長の中で、労務職員の特例定年対象者の給与の取扱いについて段階的に行うとさせたものの、勧告するなと要求した自治労・公務員連絡会の強い反対を押し切り、月例給の３年連続のマイナス勧告や一時金の現状維持、さらには、現給保障を廃止する勧告を行ったことに対し強く抗議してきたところです。

②　特に一時金については、被災地３県を除いた集計データは3.987月と公表しましたが、これまでのルールであれば、７捨８入で4.00月を勧告すべきところを、被災地３県の民間事業所の支給状況が極めて厳しいことを想定して、現状維持とする勧告を行いました。仮に一時金を4.00月へ増額すれば国家公務員の年間給与が前年を上回るとの懸念もあってか、極めて意図的な理由付けがなされました。このようなことを踏まえると、不利益変更は粛々と勧告するが、改善事項は理屈をつけて現状維持とするという、もはや労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告機能ではないことが改めて証明されたものといえます。

③　こうした人事院勧告に対し、公務員連絡会は給与関係閣僚である内閣官房長官や総務大臣・厚生労働大臣等に対し、今年の人事院勧告の取り扱いについて、５月段階の政府と公務員連絡会との交渉合意を優先し、人事院勧告は実施しないことを強く求めました。しかし、政府内に「給与臨時特例法案の削減分のみ実施」「人事院勧告の削減分のみ実施」「給与臨時特例法案と人事院勧告をともに実施」等の意見がある中で判断が揺れましたが、最終的に10月28日には人事院勧告の実施見送り方針を給与関係閣僚会議で確認し、その後の定例閣議で決定したところです。また、同日、総務副大臣通知が出されて、地方公務員の給与決定のあり方においては、地方公務員法の趣旨を踏まえた対応を要請するだけに止まり、具体的に現給保障制度の廃止を強要するものではない内容が全自治体に周知されました。
（５）賃金確定闘争の山場に向けた取り組み
①　人事院勧告の当日が道本部第52回定期大会の２日目に重なるという、これも過去にない異例な日程設定となりました。このため、当面の闘争方針については極めて不十分な提起となったことから、改めて方針の補強のために10月13日に第１回拡大闘争委員会を招集して、11月18日に１時間の道本部統一行動の配置、山場前段に職場抵抗戦術の配置、要求書は10月27日提出、11月４日回答指定日等賃金確定期の取り組みに対する意思統一と妥結基準の確認を行いました。また、同日、賃金担当者会議を開催し、人事院勧告の内容とその解説、賃金確定闘争における重点課題を全体化し、その後、10月17日の週から道本部・地方本部が合同で全単組にオルグに入るという極めてタイトなスケジュールで山場前段の意思統一となりました。

②　人事院勧告が50日程度例年より遅れ、また、その取り扱いにおいては、「臨時特例法と人勧を両方とも実施」や「臨時特例法を優先し人事院勧告については実施見送り」等の報道があり、さらに、臨時特例法をめぐっては「財務省が地方交付税などを臨時特例法案にあわせて減額する」とした趣旨のマスコミ報道が先行し、さまざまなマスコミ報道が出されました。こうした政府の方針が定まらない情勢を受けて、当然に各単組段階の交渉が進展しませんでした。その間、自治労本部を通じて、公務員連絡会が政府および野党対策の強化を進めた結果、最終的には当初予定していた「政府は人事院勧告の実施を見送る」ことで収束し、各自治体における賃金確定交渉を行って、一定の獲得目標（現給保障措置の維持・継続協議など）を交渉により決定できうる条件とさせることができました。

③　自治労北海道本部としては、こうしてやっと固まった政府方針を踏まえて、国家公務員に対する臨時特例法案の影響は地方自治体には絶対に反映させないことを前提として、最低でも給与構造改革に伴う現給保障措置については継続協議とするよう各市町村単組へ改めて周知・徹底を行いながら、道本部統一行動日である11月18日に全ての単組が交渉によって賃金確定交渉を進めるように指導してきました。
２　闘争の結果と今後の課題
（１）札幌市と北海道人事委員会勧告関係
月例給与の取り扱いについては、改定率は少し異なりますが北海道と札幌市がそれぞれマイナス改定の勧告を行い、一時金についても現状維持するという内容でした。しかし、現給保障措置については札幌市が一切触れないのに対して、北海道は他県でもあまり見られない経過措置期間を国よりは１年間のみ延長して廃止勧告するという異なる内容の勧告となりました。また、北海道は独自削減により民賃水準を大幅に下回る結果となっていても、制度上の水準で逆較差となることを理由に独自削減の停止勧告には至らないという勧告でした。これらの勧告を踏まえて、賃金確定期においては札幌市においては人勧どおりの回答を得て妥結、北海道においてはマイナス勧告の制度調整により生ずる給与原資をほぼ全額、独自削減率の圧縮に振り向けて妥結しました。
（２）給与改定などの主な重点課題について
①　2011賃金確定闘争は、政府が国家公務員の人事院勧告実施を見送るという過去に経験のない情勢の下でたたかわれましたが、道本部はア）国公の給与臨時特例法案を地公には反映させない、ことを前提条件として、イ）マイナス勧告に伴う年間給与の制度調整問題は独自削減と勧告の２重削減はさせない（勧告の実施時期問題と制度調整の有無）、ウ）現給保障制度については最低でも継続協議とすること等を最重点と位置づけ、人事院勧告についてはあくまでも参考としながら労使交渉によって賃金労働条件を決定するという基本姿勢のもとでたたかいを進めました。

②　給与改定に際して、政府が人事院勧告の実施を見送るという事態を受けて、各自治体当局・単組において、交渉の基準がなかなか作りづらく、他自治体の動向を見極めて対応するという回答に終始していました。従って、全単組の傾向がほぼ捉えることができたのは、道本部の統一行動日である11月18日の数日前というこれもまたこれまでにない集約状況でした。道本部・地方本部としては、要求書の提出と全単組で行い、文書回答を示させた上で、重点交渉期間を定めて交渉を進めることを提起していましたが、当局側の姿勢が明確にならず、ずるずると回答が遅れる単組が多数出てきたところです。人事院勧告が将来なくなることを前提とした場合、何をいつの時点で当局と具体的に協議するかについて、明確にさせて、期限を守らせて対応することが必要です。このような事態を受けて、山場を過ぎても継続的に交渉が行われることとなり、12月に入っても給与改定について交渉を継続している単組も出てきています。

③　各自治体における2011年給与改定の結果については、独自削減等を踏まえて月例給の改定を見送った（2012年１月、４月実施含む）自治体が65自治体、年間給与の制度調整を人勧どおり実施しなかった自治体が75自治体、給与構造改革の現給保障制度廃止について、制度存続及び継続協議とした自治体は104自治体に及びました（2011年12月22日現在）。昨年と比較しても月例給与の改定を2011年12月１日より遅らせたり、年間給与の制度調整を実施しなかった単組が２割以上増加していますが、これは給与等の独自削減を実施している自治体数を上回っていますが、政府が人事院勧告の実施を見送ったことを踏まえた交渉によると考えられます。

④　また、現給保障制度の廃止問題は組合員の労働条件変更の重大な課題として位置づけて、制度の存続を求めてきましたが、多くの単組において制度存続もしくは継続協議としたことは評価できます。しかし、賃金確定期における継続協議という単組も多く存在し、12月から春闘期にかけて改めて闘争体制を構築して交渉継続をしていかなければなりません。現給保障措置の存続は給与構造改革の対象が国家公務員は給与原資総体の再配分であったことに対し、地方公務員においては地域手当の拡大があるわけでもなく、広域異動手当や本府省業務調整手当などの新たな手当の新設がない上では、単純に水準の低下をもたらしていること、また、給与構造改革を一端導入すれば将来的には2005年人事院勧告の水準から平均で4.8％は必ず引き下がること、国公においては勧告実施を見送っているので制度上は現給保障措置が残されていることを強調して、その僅かな給与原資で長年にわたって自治体に貢献してきた職員に対する措置として何としても制度維持をする必要があります。

⑤　賃金確定闘争において、現給保障の対象職員が数名と少ないために、昇給号俸の抑制を行ってきた自治体にあっては若年層の改善を優先したという自治体もありました。交渉過程での一定の判断と受け止めますが、給与構造改革が起こしたさまざまな問題点をしっかりと学習し、単に人事院勧告に準拠するという理屈しかない自治体当局に対しては、人勧制度が廃止となった場合は、当局が議会や住民に対して責任を負うことをしっかりと主張しなければなりません。このことを今一度全単組で確認し、次の交渉に挑み前進回答を引き出す必要があります。

⑥　国家公務員の臨時特例法案の適用については、道内においてはいくつかの自治体で提案の動きがありましたが、法案が成立していないという条件もあり、唯一つの自治体においても適用されることはありませんでした。今後は法案の成立の時期にもよりますが、引き続き、「地公への影響は遮断する」という政府決定を自治体当局に守らせる取り組みも重要です。問題なのは与野党の政争の具として国家公務員制度改革関連４法案と給与臨時特例法案が焦点化していることです。人勧を大幅に上回る削減を労使間で合意しているという事実に対して、野党である公明党や自民党は人勧を実施しないことのみに着目して憲法違反と主張していますが、自公政権時代はどうであったのかわずか数年前の出来事を忘れたかのようなやりとりは極めて遺憾です。

また、国家公務員制度改革関連４法案については、2008年６月に成立した国家公務員制度改革基本法に基づいて作業が進められているもので、当時は与党であった自民党や公明党も合意をして基本法を成立させてきたところです。現在、野党となった自民党や公明党が関連４法案に反対する理由が本当に適切なのか極めて疑問ですし、マスコミ報道も連合が求めているという視点ではなくて、基本法成立の経緯を明確にして報道すべきです。

さらに、人事院においては公務員制度改革による権限の縮小という極めて組織の存亡に係る課題に直面しているにもかかわらず、第三者機関の勧告機能をはき違え、本来引き上げるべき一時金を据え置くという暴挙は労働基本権制約の代償措置とはいえません。人事院総裁が人勧の実施を見送ったことに対して、これも憲法違反と主張しましたが、その存在そものがもはや憲法違反といえるものです。早期に国家公務員制度改革関連４法案の成立を切に望むものです。

⑦　定年年齢の段階的延長に係る意見の申出を受けて、現在、政府においては定年の引き上げを行うか、再任用制度の義務化を行うかの判断が検討されています。政府方針がはっきりしないことから、地方公務員の段階では明確な交渉がこの賃金確定闘争期においては、行われませんでした。今後、政府の動向を踏まえながら、基本的には雇用と年金の接続に向けて、定年年齢の引き上げを求めて自治体における議論を活性化していく必要があります。道本部としても適宜、情報提供に努め、引き続き、2012春闘期の課題と位置づけて取り組みを進める必要があります。

⑧　退職手当債や病院特例債等の財政制度を活用している自治体の自宅住居手当や給料表の号俸増設等の取り扱いも争点となりました。退職手当債・病院特例債制度の考え方として、借金をしなくても良いように財政運営を行うことは当然に求められますが、そもそも、このような財政事情に陥った要因は、自治体の放漫経営によるものだけではなく、三位一体改革による地方交付税の削減が大きな要因といえますし、そのことは棚上げし、自治体に健全化計画の義務づけと給与等の適正化を一方的に求める仕組み自体が極めて問題であるといわざるを得ません。地方自治体の給与等の決定については、最終的にはその自治体の判断が最重要視されるという原則をもう一度掲げて、自治労本部を通して新たな財政制度の構築を求める取り組みを急ぐ必要があります。

⑨　このように過去に例のない情勢の下で賃金確定闘争を進めましたが、公務労働を取り巻く厳しい情勢の中でも、今回のたたかいのように人事院勧告を上回った結果を多くの単組で獲得したことを、2013年に迫った人勧制度の廃止と自律的労使関係制度の措置に向けて、あらためて全体化する必要があります。勧告どおりの内容でしか決着できなかった単組は約40自治体となりましたが、こうした単組においては、しっかりと問題点や課題について総括し、今後の取り組みに引き継ぎ、次の場面では何らかの譲歩を求める交渉力を身につけていかなければ、労働条件の前進はあり得ませんので、引き続き単組・地方本部・道本部が連携した交渉体制の確立に向けて努力していく必要があります。
（３）戦術行使の結果と組織強化
①　たたかいの出発点である要求書は178単組中163単組（昨年は、180単組中168単組が提出）、約92％で提出され（うち77単組が道本部統一日程で提出）、昨年とほぼ同様な提出率となっています。

今年の特徴としては、道本部統一日程で提出していない単組の割合が増えており、2011年においては半数以上の単組におよんでいます。政府の動向が定まらず、当局の判断を引き出すことが困難であったという情勢はありましたが、要求書の提出を行って、期限までに回答を示させるという対応を強める必要があります。こうした中で一部の単組では闘争態勢の確立などが全体的に遅れていることがこの間のオルグや調査結果などを通して明らかになっています。

また、要求書を提出しなかった15単組（昨年12単組）については、多くは今確定闘争に限らず長い間要求書を提出したことがない、あるいはさまざまな状況から交渉をすることが困難な単組などとなっており、固定化されている傾向となっています。こうした単組の具体的な手助けを、是非行っていかなくてはなりません。

②　道本部統一行動日である11月18日に戦術を配置した単組は、事前調査で１時間または29分のストライキ配置が37単組、時間外集会配置13単組となっており、他の日程での配置を含めると56単組が戦術配置しました。山場当日の実施状況は、29分以上の戦術行使に踏み切った単組はありませんでしたが、39単組が時間外集会（昨年32単組）、教宣などその他の取り組みが34単組（昨年28単組）となっており、取り組みなしの単組が95単組（昨年75単組）となっています。

しかし、交渉の経過や結果について、組合員に周知している単組は７割以上に達しており、組合員も含めた組織運動としての賃金確定闘争の構築は一定図られつつあることが見て取れます。一方で、全く結果を周知していない単組が７単組（昨年10単組）と減りましたが、単組事情をしっかり押さえてきめ細かな対策が必要です。

③　また、政府の人事院勧告の取り扱いの決定が遅れたことや、給与特例法案の修正をめぐって与野党協議が頓挫し、法案が成立していないことなどを踏まえ、各自治体当局の判断が遅れているのが特徴的でしたが、いくつかの地方本部の傾向として、要求書を提出し、回答を引き出すことによって賃金確定の山場段階での結論を確認する作業が単組の取り組みで弱いところが見受けられ、12月に入っても回答が得られていない自治体が出てきています。道本部統一闘争として取り組みを進める上で、山場段階の当局の回答をはっきり確認する行為を単組が行うことを道本部・地方本部がしっかりと指導し、単組の努力を求める必要があります。このことについて、今後の自律的労使関係制度の措置後の労使交渉のあり方を想定しながら、全単組で自覚して対応する必要があります。

④　前段戦術では組合旗掲揚119単組（昨年113）、腕章63単組（昨年52）、リストバンド着用等、その他の取り組みが48単組（昨年47）となりました。昨年と比較し、実施率が大幅に上がっていますが取り組めていない単組も多数あります。また、組合員全員が取り組んでいるかといえば、そうではないとの報告もあります。諸戦術の行使は当局に対して労組の団結力の高さを誇示し、団体交渉を優位に進めるために必要な行動です。この意義を全体で確認して、取り組んでいくことが重要となります。
⑤　闘争の基本である要求→回答→交渉のサイクルやその前段としての執行委員会の開催→闘争方針の確立→任務分担、また職場集会・オルグの実施、闘争ニュース・職場教宣などの基本的な組合活動が総体的に不十分な単組が依然として多いことも事実です。

また、回答や提案、あるいは交渉日程などを地本へ報告しないケースが依然として見受けられます。さらには、地本・道本部に協議しないまま妥結する単組も66単組となり、昨年（71単組）を下回りましたが、引き続き、単組と地本が十分に連携して妥結判断を行う必要があります。

今確定闘争を通してできたこと、できなかったことをしっかりと総括した上で、地本の点検活動を一層強めるとともに道本部・地本オルグであらためて徹底していく中から、道本部・地本・単組の連携強化を図っていくことが一層必要になっています。

⑥　今後、労働協約締結権を展望していくにあたり、単組交渉力や組織率の課題は避けては通れません。例えば、労働協約締結権が付与された場合には、賃金・労働条件について個別で労働協約として労使で結ぶこととなります。つまり、現行賃金・労働条件の改善はもとより、“水準維持”についても今まで以上に労力を必要としていくことになります。2011賃金確定闘争においてはしっかり交渉を実施した単組においては、一定の前進回答が得られているのは明らかです。こういった状況を見据えながら、統一闘争のあり方、組織運動・組織強化のあり方、単組段階における戦術配置や交渉のあり方などについて、しっかりと総括した中からあらためて議論していくことが必要となっています。
2011秋期闘争戦術集約

	年度
	単組
	要求書
	前段戦術
	山場戦術

	
	
	提出
	未
	旗
	腕章
	超勤
	出張
	ほか
	配置
	結果

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ

	2011
	181
	163
	15
	119
	63
	19
	16
	28
	40
	14
	8
	41
	0
	39
	34
	95

	2010
	180
	168
	12
	113
	52
	24
	19
	17
	46
	15
	13
	36
	0
	35
	41
	94

	2009
	184
	161
	25
	118
	49
	20
	15
	45
	52
	19
	7
	53
	0
	44
	37
	68

	2008
	187
	169
	18
	129
	47
	16
	13
	31
	51
	30
	19
	21
	０
	33
	48
	78

	2007
	188
	165
	23
	114
	47
	32
	18
	33
	56
	11
	5
	108
	０
	52
	43
	93


戦術配置　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外　　　戦術結果　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外

Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし　　　　　　　　　　　　　Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし

２　2011現業公企統一闘争中間総括(案)

１．たたかいの目標と重点課題
　2011年現業公企統一闘争の基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任による質の高い公共サービスの確立」とし、①現業職場の直営を堅持し公共サービスの拡充と質の向上に向けた人員と予算を確保、②職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をはかり、サービスの質と仕事の価値を高める、③現業公企評議会がない単組や直営での現業職員がいない単組においても取り組みを積極的に行い、地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働諸条件全体の底上げをはかる、④地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、市民との協力関係を構築する、⑤現業・公企労働者の協約締結権を活用した取り組みが地方公務員の労働基本権回復後の運動に先導的役割を果たせるよう、要求提出・交渉実施・協約締結という基本的な取り組みを全単組で確立する。の５本の指標を中心に労働諸条件についての全体の底上げをはかることを追求することとしました。
２．闘争前段の取り組み
　道本部現業公企評議会として、全道総決起集会をはじめ、各地本総決起集会の開催や単組オルグの実施を提起しました。
　11月15日に闘争体制の確立と課題の意思統一を図るために全道総決起集会を開催し、2011確定闘争の推進に向けたポイントやこの間の行政改革の動き、公務員制度改革後の新たな技能職の方向性について学習しました。
　地方本部としては、空知・日高では基本組織と連携し初めて地本単独で集会を開催した前進的取り組みや、宗谷、渡島、胆振、網走、釧根では、道本部単組オルグに現業公企役員が同行するなどで意思統一をはかっています。

　一方で、現業公企職員が減少しているなかで、以前のように集会を開催することが困難な地方本部もあり、より多くの組合員に闘争の意義や課題を知ってもらうために、少人数単組への働きかけの促進や、基本組織と連携による地方本部定期大会と連動した開催の工夫をさらに推進することが必要です。
各地方本部別現業公企統一闘争総決起集会開催状況
	
	開催日
	場所
	参加人数

	石狩
	10月26日
	札幌市
	９単組・総支部45人

	後志
	11月16日
	倶知安町
	11単組・総支部24人

	上川
	未開催

	留萌
	未開催

	宗谷
	10月28日
	稚内市
	３単組・総支部21人

	渡島
	10月27日
	北斗市
	15単組・総支部73人

	桧山
	未開催

	空知
	11月５日
	岩見沢市
	21単組・総支部94人

	胆振
	10月28日
	苫小牧市
	７単組・総支部36人

	日高
	11月12日
	新ひだか町
	８単組・総支部18人

	網走
	10月29日
	紋別市
	12単組・総支部42人

	十勝
	10月29日
	帯広市
	20単組・総支部411人

	釧根
	10月29日
	別海町
	18単組・総支部81人


３．要求書の提出と交渉状況
（　）は評議会結成・単独単組の状況、評議会結成単組の総数は67単組

要求書の提出状況は、133（61）単組で提出、内訳は現業単独で提出27（16）単組、確定要求と同時に提出61（24）単組、確定に付加して提出45（21）単組、現業公企職員がいずれもいない単組の提出状況は35単組中21単組となりました。

自治体の責任による公共サービスの提供や労働安全衛生体制の確立、メンタルヘルス研修の拡充、委託先労働者、臨時・非常勤職員等の賃金労働条件の改善に向けて要求を掲げる単組が増加しています。

また、117単組で文書回答がされており、職場課題を積極的に独自要求した単組や評議会で独自交渉を行った単組、基本組織の交渉に現業公企役員が参加した単組の取り組みの全体化をはかり、要求書提出→交渉→妥結(協約締結)の闘争サイクル確立を強化していく必要があります。
【現業公企統一闘争要求書提出状況】　※評議会数は内数
	年度
	評議
会数
	独自
	一緒
	付加
	未提出
	対象職員
なし単組

	
	
	全　体
	評議会
	全　体
	評議会
	全　体
	評議会
	全　体
	評議会
	

	2011
	67
	27
	16
	61
	24
	45
	21
	45
	6
	21/35

	2010
	67
	39
	19
	59
	23
	34
	18
	35
	5
	20/35

	2009
	67
	8
	4
	95
	40
	35
	17
	43
	6
	22/37

	2008
	65
	20
	8
	97
	43
	23
	7
	40
	7
	14/28


４．特徴的な状況
Ⅰ　本別町では、建設車両職場の有資格臨時職員について正職員化を要求し、２人が準職員で採用され、今後の正職員化へ向けてさらなる要求を継続しています。

Ⅱ　名寄市では2012年度から臨時・嘱託職員の休暇・昇給についての制度化が回答されています。

Ⅲ　上川町では臨時・パート職員の賃金アップや経験年数による賃金上位区分の増設について回答されています

Ⅳ　北見市では、民間の役割分担は踏まえつつも直営を基本とした業務の継続と、メンタルヘルス課題の取り組み強化や災害発生時の対応について継続協議の確認、公契約条例について2011年度中の方針・指針の策定予定と回答されています。

Ⅵ　労働安全衛生委員会について、喜茂別町では定期的に開催する、京極町については早期の開催に向け検討すると回答されています。
５．今後の課題について
集中改革プランやすでに自治体が策定している「技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針」に基づき現業公企職員の削減や職場のアウトソーシング化が進み、2005年の調査と比較してすでに半数近くとなっている現状ですが、事前協議制度を最大限に活用し職場・職員の必要性を最大限に訴えていくためにも、新規職員の採用を勝ち取った単組や、臨時・非常勤職員等を準職員や正職員化に採用させた単組の前進事例を全体化した取り組みへと発展させる必要があります。

危機管理体制確立の観点からも、技術や経験を継承し不測の事態にも対応しうる現業公企職員を労働災害やメンタルヘルス問題から守り、災害発生時を想定した人員・資機材の拡充や出動時の労働条件の確保など、より多角的視点で交渉を進めることが求められます。

道本部－地本評議会の連携のもとで少人数単組における取り組みの拡大について議論をさらに進めるとともに、すでに職の確立における活性化運動を実施している単組ではその成果が地域住民に十分に認知されるよう、地域住民との接点拡大に取り組む必要があります。

臨時非常勤等職員や委託先労働者などの賃金労働条件の向上、公契約条例制定への取り組みや組織化も徐々に進んでいますが、質の高い公共サービスを提供するためには地域で公共サービスを担う労働者とのさらなる連携が必要です。
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